
防衛省が調達する装備品等の開発及び生産のための基盤の強化に関する法律案

令和５年2月
防衛装備庁

防衛産業の位置付け明確化

・装備品等の開発及び生産のための基盤を強化することが一層重要となっていることを明確化
・防衛大臣が基盤の強化に関する基本方針を定め、公表

基盤強化の措置
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対象：任務に不可欠な装備品を製造する企業
防衛装備品等の製造に資する企業の取組について、
サプライヤーも含め、経費を直接的に支払。
⇒様々なリスクへの対応や防衛生産基盤の維持・強化

装備移転円滑化措置
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対象：装備移転を行う企業

装備品等の仕様・性能等を
変更する費用に対する助成金の交付
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・企業は防衛省の調査に対して回答の努力義務

サプライチェーン調査

・調査により、防衛省がサプライチェーンリスクを直接把握

装備品等契約における秘密の保全措置

装備品等の機微情報の保全強化

製造施設等の国による保有

上記の措置を講じてもなお、他に手
段がない場合、国自身が製造施設
等を保有し、企業に管理・運営さ
せることを可能とする。

⇒企業の固定費負担等の軽減を図
りつつ、国内基盤を維持

対象：任務に不可欠な装備品を製造する企業

⇒調査の結果を以下の措置にも活用し、基盤の強化を図る

対象：装備品を製造する企業

対象：任務に不可欠な装備品を製造する企業
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